
【参考】ステークホルダー協議を実施する目標項目
 一般送配電事業者が期制期間に達成すべき目標のうち、一部の目標項目（「顧客満足度」、「デジタル化」、

「安全性・環境性への配慮」）については、国が具体的な目標数値を決めるのではなく、一般送配電事業者が
自主的に目標を設定することとする。

 なお、その設定にあたっては、ステークホルダーとの協議を実施し、一般送配電事業者が地域毎のニーズを踏まえ
た目標設定を行うことと整理した。
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ステークホルダーの意見を
踏まえた目標案の設定

設定した目標案の公表、
意見の募集 目標の確定

 各一般送配電事業者が、従来
より行っているステークホルダーと
の意見交換等（具体的な内容
は前スライドで紹介）を通じて得
られた意見を踏まえて、目標を
設定する。

 設定した目標を各社のHP等で
公表し、広く意見を募集する。

 応募のあった意見は各社のHP
上で公表する。

 募集した意見を踏まえて、目標
を確定する。

 目標確定における最終的な意
思決定は、一般送配電事業者
が行う。

特に重要と判断された意見に
ついては、必要に応じて更なる
意見交換等を実施の上、対
応を議論する。

事業計画の中に、ステークホル
ダーとの協議結果の概要（意
見内容や協議内容等）を記
載する。また、特に重要と判断
されたものの、目標への反映を
見送った意見については、その
理由等も記載する。

各一般送配電事業者は、必
要なステークホルダーから意見
が得られるよう、現段階からア
ンケートを行う等の方法で従来
の取組を拡充する。

■具体的な協議方法



【参考】ステークホルダーからの意見について
 ステークホルダーについては英国における実施例も参考に、以下の範囲から一般送配電事業者が、目標に応じ

た適切な関係者を選定する。

 ただし、目標内容や地域特性等も考慮し、必要に応じてこの範囲以外からの選定も可能とする。

 各一般送配電事業者が実施するステークホルダーとの協議にあたっては、各社のホームページ公表による意見
公募や、個別訪問での意見交換、アドバイザー会議、アンケート等の方法で行われている。

9

発電事業者 小売事業者 需要家

メーカー

地域経済団体

投資家
金融機関 環境団体 消費者団体 研究者

配電事業者 地方自治体

施工業者

■託送料金制度（レベニューキャップ制度）「料金制度専門会合中間とりまとめ」で示したステークホルダーの範囲
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【参考】ステークホルダーからの意見について
（中国電力ネットワーク（株）事業計画）１／４

中国電力ネットワーク提出資料
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【参考】ステークホルダーからの意見について
（中国電力ネットワーク（株）事業計画）２／４

中国電力ネットワーク提出資料
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【参考】ステークホルダーからの意見について
（中国電力ネットワーク（株）事業計画）３／４

中国電力ネットワーク提出資料
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【参考】ステークホルダーからの意見について
（中国電力ネットワーク（株）事業計画）４／４

中国電力ネットワーク提出資料



収入上限の算定方法
 一般送配電事業者は、一定期間に達成すべき目標を明確にした事業計画の実施に必要な費用を見積もって

収入上限を算定し、国に提出する。国は、その見積費用が適正か否かの査定を行う。

 見積費用の査定にあたっては、その費用特性を踏まえ、①CAPEX（新規投資・更新投資）②OPEX（人件
費・委託費等）等に区分し、統計査定なども用いて事業者間比較による効率的な単価・費用の算定を行う。

OPEX（人件費・委託費等）

一
定
期
間
に
達
成
す
べ
き
目
標
を
明
確
に
し
た

事
業
計
画
の
策
定
【
一
送
】

CAPEX（新規投資・更新投資）
事
業
計
画
の
実
施
に
必
要
な
費
用
見
積
り
【
一
送
】

見
積
費
用
の
査
定
【
国
】

送配電設備の確実な増強と更新 コスト効率化

コスト効率化

 設備投資については必要な投資を効率的な単価で行うことが重要。
 投資量については、送配電設備の確実な増強と更新の観点から、必要な
投資量が確保されていることを確認する。

 単価については、コスト効率化の観点から、過去実績等に基づく単価の確
認（個別査定）や事業者間比較による効率的な単価の算定（統計査
定）を行う。

 コスト効率化の観点から、費用全体に対し、主に事業者間比較による効
率的な費用の算定（統計査定）を行う。

送
配
電
設
備
の
確
実
な

増
強
と
更
新

コ
ス
ト
効
率
化 その他費用（既存減価償却費、制御不能費用等）

※見積費用の査定結果を踏まえ、必要に応じて申請された事業計画の変更を求めることもある。
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キャペックス オペックス

(※)CAPEX：Capital Expenditure。減価償却費、固定資産除却費など資本的支出（設備投資）を指す。
OPEX：Operating Expense。人件費、委託費、研究費、養成費など日々の事業運営に関わる費用を指す。



一般送配電事業者に効率化を促す仕組み
 新たな託送料金制度の狙いは、一般送配電事業者における必要な投資の確保とコスト効率化を両立させること。

 コスト効率化には、統計査定を通じた一般送配電事業者間の横比較によって、効率化が遅れている一般送配
電事業者の効率化を促す方法が考えられる。

 さらに、業界全体の創意工夫、技術革新に向けた取組を促すために、生産性向上見込み率等を用いた効率
化係数を設定する。

費用査定
（統計査定の活用）

一般送配電事業者
間の横比較

効率化係数の設定

効率化が遅れている一般送配
電事業者の効率化を促す
※地域独占により競争が働きにくいこと
への対応

一般送配電事業者の将来的
な効率化を促す
※業界全体の創意工夫、技術革新を
促す対応

コスト効率化

生産性向上見込み
率等を用いた査定
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効率化係数の設定
 以下の費用については、一般送配電事業者に特に効率化を求めていく観点から、費用査定を行った上で、更

に効率化係数を乗じ、減額査定を行う。

 第１期制期間（2023～27年度）における効率化係数の設定については、料金制度専門会合で審議の上、
約 2.5%/５年（年率 0.5%）とすることにした。
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査定における費用区分

事業者に特に
効率化を求めていく費用 効率化係数の対象

OPEX

CAPEX

その他
費用

次世代投資
制御不能費用

事業報酬

その他費用

その他収益

事後検証を行う費用

※次世代投資のうち、N-1電制、ノンファーム、再給電方式、ダイナミックレーティング、発電予測精
度向上、スマートメーター、配電網高度化、共同システム、分散グリッド化、サイバーセキュリティ、
DX機器、データ活用、アセットマネジメント、は、効率化係数の対象外とする。


